
第３回 金沢方式あり方検討懇話会

令和６年11月15日（金）
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第２回懇話会での主な意見
金沢方式と周知・広報
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委員からの発言要旨

金沢方式の成り立ちとして、自分たちの地域は自分たちで守り、育て、運営していく
ということが基本的な考え方。核となる施設があり、自分たちで運営していくべきと
いう考えが、地域主導、ボランティア、地元による一定の負担につながっている。

困ったことがあった際に、住民同士が助けを求め、応じる関係性が自然と成り立つ
ことが金沢方式の良さであり、周知していくべき。

消防分団では、金沢方式によって他都市より充実した消防設備を持つことができ、
地域に支えられているという意識のもと、火事だけでなく、地域での有事の際にも
出動しなければならないという心意気を育むことができている。

地元負担があるからこそ維持ができていることや、校下・地区単位に公民館が
あることで、地域愛に繋がっていること、地域の一体感が生まれていることを
周知・広報の中で示していくことが重要。

学校等の教育現場で、金沢方式の理念や考え方などについて伝える場があってもよい。

消防分団としても、教育現場や地域の様々な活動などに積極的に参加し、
広報していくべきだと考えている。



第２回懇話会での主な意見

地元負担
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委員からの発言要旨

人口が増加していた時代に設定された負担比率が現在も残っており、若い世代が
減っていることで負担感が増していると地域から声が上がっている。
これからの人口減少も踏まえ、地元負担割合は再検討いただきたい。

地元負担の割合を現状より軽減していくことは必要だが、
行政が全て負担するとなると、地域の活動から人が離れてしまう。

地元負担がゼロとなると、消防分団における防災の要としての自負が
低下する恐れがある。

公民館の整備費と運営費について、金沢市が全額負担した場合、61 ある公民館を
維持できるのか、シミュレーションできるデータを可能な範囲で示してほしい。

地元の負担割合をゼロにした場合、市の財政として対応できるのか疑問。

現在、地域の世帯数などの規模に応じた負担割合の軽減が行われており、
今後も一律の設定ではなく、地域の実情に応じた負担割合の設定が必要。



第２回懇話会での主な意見

担い手
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委員からの発言要旨

消防分団では、担い手不足に地域差があり、担い手不足が顕著なのは、
まちなかであり、地域の方々とのコミュニケーションやつながりを求めながら、
勧誘している状況である。

児童館運営を担っている児童厚生員においては、賃金の低さ等から離職者が多いため、
処遇改善をお願いしたい。

地域の担い手不足の要因は、人口減少・少子高齢化により、若い世代が少なくなって
いることや、職住分離の進展などが挙げられる。若い世代に地域活動に関わってもら
う工夫が必要。

町会等の地縁型の活動と、子ども食堂や防災活動、環境問題などのテーマ型の市民活
動が協働できる仕組みづくりを後押しする必要がある。見直しの時期に来ている金沢
市協働推進計画の検討の際に議論してほしい。

育友会やＰＴＡは若い世代が担っており、その方々が地域活動に関わっている事例が
ある。地域活動に関わることで、金沢方式の良さが伝わるのではないか。



周知・広報に関すること
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周知・広報に関すること

6

金沢の地域コミュニティの特徴

・金沢では、城下町の歴史と文化、
恵まれた自然環境の中で、豊かな人間性や
高い連帯意識と相互扶助の精神が醸成

・校下（地区）町会連合会、地区公民館、
校下・地区婦人会、地区社会福祉協議会、
消防分団など、地域住民により組織される団体が
自発的に特色ある活動を実践



周知・広報に関すること
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金沢の地域コミュニティの特徴

・自分たちの地域は、自分たちで守り、育て、
運営していくという基本的な考えの下、
「地域主導」、「ボランティア」、
「地域による一定の負担」による運営方式が確立

・この独特の運営方式は、「金沢方式」と言われ、

地元が一部負担してでも各校下（地区）に

公民館の設置を望む地域住民の要望を受けて、

身近な地域活動の拠点として、地区公民館を設置した

ことに始まった、全国でも特色のある運営方式で、

児童館や消防分団でも採用
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金沢の地域コミュニティの特徴

・地区公民館、児童館、消防分団における
整備費などの一部を
町会費などとともに住民が負担することで、
自分たちの施設、財産としての自覚が芽生え、
住民自治の意識が高揚

・それにより、地域のコミュニティ活動などに
地域住民が主体的に参画

周知・広報に関すること
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金沢の地域コミュニティの特徴

・これら施設の整備や運営には、それに密接に関わる
校下（地区）町会連合会や地区公民館、

校下・地区婦人会、地区社会福祉協議会、消防分団など、

各種団体の同意を地域の総意と捉え、

これを最大限尊重し、協力しながら推進

・こういったことの積み重ねにより、住民同士が

強くつながり、社会教育、地域福祉、地域防災などの

様々な地域課題への対応力が向上

周知・広報に関すること



周知・広報に関すること
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見直しの方向性
全市民への周知・広報の強化

取り組むべき事項
・前述の金沢の地域コミュニティの特徴の周知
・周知する対象を拡大

<具体的な施策>

・対象の拡大
若い世代や転入者なども含め、広く全市民へ

・新たな広報媒体の検討
ホームページ、出版物の活用など（次頁参照）
※記載する内容については、媒体に応じて、担当課において調整



周知・広報に関すること 市民協働推進課
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周知・広報に関すること 生涯学習課
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周知・広報に関すること 生涯学習課
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周知・広報に関すること 子育て支援課
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周知・広報に関すること 消防総務課
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周知・広報に関すること 生涯学習課
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周知・広報に関すること 市民協働推進課
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周知・広報に関すること 広報広聴課
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周知・広報に関すること 消防総務課
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地元負担に関すること
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地元負担に関すること
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過去実績と比較し、建替件数や建築単価の増により、

地元負担…27億円の増、市負担…81億円の増

全額公費負担とする場合

市負担…114億円の増

公民館の施設整備費（推計）

過去20年 実績
(建替、新築、改築：13館)

今後20年 推計
（建替：46館）

地元負担割合のパターン

①現行どおり（25/100） ②地元負担なし(0/100）

総額 24億円 132億円 132億円

地元負担 6億円 33億円 0億円

市負担 18億円 99億円 132億円81億円の増
114億円の増

27億円の増



地元負担に関すること
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公民館の運営費（推計）

過去20年 実績
（対象：60館）
※2021年度～ 61館

今後20年 推計
（対象：61館）

地元負担割合のパターン

①現行どおり（25/100） ②地元負担なし(0/100）

総額 164億円 188億円 188億円

地元負担 41億円 47億円 ０億円

市負担 123億円 141億円 188億円
18億円の増

6億円の増

過去実績と比較し、事業費や人件費の増により、

地元負担…6億円の増、市負担…18億円の増

全額公費負担とする場合

市負担…65億円の増

65億円の増



地元負担に関すること
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施設整備費 ＋ 運営費

地元負担…33億円の増、市負担…99億円の増

全額公費負担とする場合

市負担…179億円の増

公民館 合計

過去20年 実績 今後20年 推計

地元負担割合のパターン

①現行どおり（25/100） ②地元負担なし(0/100）

総額 188億円 320億円 320億円

地元負担 47億円 80億円 0億円

市負担 141億円 240億円 320億円99億円の増

33億円の増

179億円の増



地元負担に関すること
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見直しの方向性

現行の地元負担を軽減

取り組むべき事項

人口減少や物価高騰など、
地域コミュニティを取り巻く環境の変化を踏まえ、
市財政への影響を勘案しながら、
施設整備費及び公民館運営費に係る地元負担を軽減



担い手に関すること
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担い手に関すること
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見直しの方向性
関係する各計画に掲載している担い手育成に関する
施策について、引き続き実践していくとともに、
必要に応じて見直しを図るなど、取り組みを強化

取り組むべき事項
以下の計画の改定にあわせ、担い手育成に関する
施策を強化し、着実に実践

・かなざわ子育て夢プラン（子育て支援課） R2～R6年度

・金沢市協働推進計画（市民協働推進課） R3～R7年度

・金沢市生涯学習振興基本計画（生涯学習課）R3～R7年度



その他
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その他
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（２）方向性
区域の見直しについては、地域の総意による発議が基本であり、
地域の要望等に応じ市が協力

区域について

（１）現状
・町会連合会の区域は、歴史的背景や地理的要因に加え、
その後の人口動態などの変化も踏まえて、
地域が主体となって合意形成を重ねて現在に至る

・消防分団の区域については、
地元住民や校下町会連合会等との相互理解及び合意が得られた
分団から見直しを検討する
「金沢市消防団管轄区域検討委員会検討結果報告書より」

第２回懇話会資料 再掲



スケジュール
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【スケジュール（案）】
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令和６年度の主なスケジュール

時期 内容

７月22日
第１回検討懇話会
・概要説明
・現状、課題等に関する意見交換

８月29日 第２回検討懇話会
・課題の整理、見直しの方向性 など

11月15日 第３回検討懇話会
・見直しに向けて取り組むべき事項 など

１月頃 第４回検討懇話会
・とりまとめ


